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　アジアを中心とした国際的な経済成長と人口増加に伴って、世界的に廃棄物の発生量が

増大しています。またその質も医療廃棄物や、使用済みのテレビ、パソコンなど、多様化

しています。世界全体の廃棄物発生量は、2050年には2000年の2倍以上となる見通しで、こ

れらの中には、有害物質を含む廃棄物もあり、処理に当たっては注意が必要です。

　東アジア諸国の経済発展に伴う資源需要の増大につれて、循環資源の輸出入が盛んに行

われるようになりました。国際的な循環資源の越境移動は、環境上適切に行われれば、環

境の保全や、開発途上国の発展に寄与しうるものですが、一方でいくつかの問題点も抱え

ています。例えば、国内のリサイクル体制に支障を及ぼしたり、技術が不十分な輸入国で、

廃棄物が適正処理されずに環境汚染を引き起こしたりすることが懸念されています。循環

資源の国境を越えた有効活用を実現するためには、この様な問題点を考慮した上での枠組

み作りが必要です。

◆廃棄物の輸出入が抱える問題 

（岡山大学田中教授による）

（OECD資料より）
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　江戸時代には、循環型社会の構築にあたって参考にすべき、優れた循環システムがあり

ました。その一例がし尿の有効活用です。し尿は放置すると悪臭を放ったり、伝染病の発

生源となったりして、生活に害を及ぼします。しかし、日本では都市で発生する大量のし

尿を農村部へ運び、これを肥料として有効活用していました。さらに、し尿はただで引き

取られただけではなく、金銭や野菜と交換されていました。これによって、し尿が農村部

で肥料として利用され、それによって育った作物が都市で消費され、またし尿に変わる、

という循環システムが見事に出来上がっていたのです。

　江戸の廃棄物処理システムも、現代に通じる、すぐれた仕組みです。江戸時代の初期に

は、ごみは空き地や川へ投棄されていました。しかし、交通路の阻害や悪臭などの弊害に

住民が悩まされたため、奉行所はごみの投棄を禁じ、深川永代浦（今の東京都江東区）を

ごみの処理場に指定しました。さらにごみの処理業者も指定し、一定の場所に集められた

ごみを処理業者が処分する仕組みを整えたのです。これによって、江戸時代のごみ処理は、

収集・運搬・処分という3つの過程によって、厳格に行われていました。

ごみを指定場所以外に捨てることを禁ずる法令も多く出され、現代の不法投棄対策とも通

じる、適正処理の仕組みが整えられていました。また、永代浦の廃棄物が分解して土壌を

形成したため、ごみから出来た土地も新田として開発されていたようです。
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　武士による「もったいない」の奨励を受けて、農民も節

約に励んでいました。当時の農民は稲作を中心としており、

生活用具にも稲作から派生した道具が多く見られます。た

とえば、収穫の後に残された稲わらは「衣食住」を彩る必

需品として、あらゆる場面で活用されていました。「衣」で

は編笠、蓑
みの

、「食」では米俵、「住」ではわら細工、むしろ

など、すべて稲わらを利用して作られていました。さらに、

これらの生活用品は、捨てられてもなお農民の手で集めら

れ、肥料として、再び循環利用されていたのです。

　職人・商人の間でも「もったいない」は実践されてい

ました。この時代の工業製品は、職人の手作業で作られ

ていました。手間はかかりましたが、資源の無駄を省い

た作業が行われていました。例えば、錦絵を印刷する工

程では、使用済みの版木を平面に削りなおし、繰り返し

使っていました。また、瀬戸物や茶碗を接着して直す

焼
やきつぎ

継屋、鍋や釜を修理する鋳
い

掛
かけ

屋、傘や提灯の張り替え

屋など、「職
あ

商
きん

人
ど

」と呼ばれる人々が、現代のリユー

ス・リペア産業にあたる職で活動していました。
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　日本には昔から「物を大切にする」習慣があります。物を乱

暴に扱ったり、まだ使えるのにごみとして捨ててしまうと、両

親から「もったいない !」と叱られたものです。物を大切にする

のは、作ってくれた人の気持ちを大切にすること。母が 57 年前

に作った着物はほころびが丁寧に繕ってあり、今、私が着てい

ます。これを捨ててしまうのは本当にもったいない。縫ってく

れた人の気持ちも、着物も、両方大事にする。これが「もった

いない」の心です。
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　江戸時代末期に開国し、西洋文化の影響を受けた日本の廃棄物処理方法は�々に変化し廃棄物処理方法は�々に変化し処理方法は�々に変化し

ていきました。江戸時代に有効に再使用・再生利用されていた物が廃棄されるようになり、

廃棄物の量・質ともに増加していきました。明治20年（1887年）にペストが大流行し、し

尿処理の方法が問題となり、明治33年（1900年）「汚物掃除法」が制定されました。

　第二次世界大戦後の日本では、化学肥料が全国に普及し、し尿は肥料として使われなく

なっていきました。また、急激な経済成長により廃棄物も増加し、これらの処分方法が問

題化しました。そして、公衆衛生の向上をはかることを目的とした「清掃法」が昭和29年

（1954年）に制定されました。

　さらに、高度経済成長期、事業活動に伴って排出される廃棄物の増大や、廃油の不法投

棄による水域の汚染等が問題になり始め、昭和45年（1970年）には清掃法が「廃棄物の処

理及び清掃に関する法律」（廃棄物処理法）に改正されました。

　翌年から、ごみ処理施設の立地とそれに反対する住民との間でごみ処理を巡る紛争が起

こり、「東京ごみ戦争」と呼ばれ、大きな社会問題となりました。このような事件を通

し、日本ではごみ処理施設を建設する自治体とそこに住む住民との間に生じる問題にどう

対処していくかを学んでいったのです。

　し尿の処理に関しては、農地還元利用から衛生処理への転換を図り、下水道や浄化槽と

いった高度な処理システムも普及しました。特に、浄化槽については、家庭用で小型にも

かかわらず下水道並みの処理が可能な技術が進展し、普及していきました。

　平成元年（1989年）以降の日本では日々発生する廃棄物についてどう取り組むべきかと

いうような根本的な問題に対応するため、廃棄物処理法を次々と改正していきました。大

都市を中心に最終処分場の残余年数、処理施設の確保が困難になる中、循環型社会の形成

を一層推進していくため、各種リサイクル法が制定されました。特に平成12年は、循環型

社会元年と称し、循環型社会形成推進基本法等が制定され、循環型社会の基本原則等が明

示されました。

　日本は、循環型社会形成に関する一連の歴史を踏まえた上で、各国への支援を進め、世

界での循環型社会作りを進めていくことが重要です。
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　廃棄物の発生の原因を明確にし、発生の抑制や、循環利用を促すために、日本では下記

の通り物質フロー指標に目標を設けています。

　これら3つに加え、「土石系資源投入量を除いた資源生産性」と「低炭素社会への取組と

の連携」を補助指標として、目標設定を行いました。

　また、今後の施策展開の参考となる指標として、「化石系資源に関する資源生産性」、「バ

イオマス系資源投入率」、「隠れたフロー・TMR（関与物質総量）」、「国際循環資源を踏ま

えた指標」、「産業分野別の資源生産性」といった推移をモニターする指標を導入しました。

　取組指標では、関係主体による取組に関する下記の指標に目標を設けています。

　　○一般・産業廃棄物の減量化
　　○循環型社会に向けた意識・行動の変化
　　○循環型社会ビジネスの促進
　　○個別リサイクル法等の着実な施行

　また、国民のリデュースに関する取組指標として、レジ袋辞退率（マイバッグ持参率）

や使い捨て商品販売量（輸入割り箸）を測定し、地方公共団体のリデュースに関する取組

指標として、ごみ処理有料化実施自治体率等、各主体による3Rに関する取組推移を定量的

に把握し、情報提供及び今後の施策展開の参考ともなる指標として、推移をモニターする

指標を設定しました。

最終処分量について、平成27年度（2015年）において約23百万トンとすることを目標とする。
平成12年度（2000年）から約6割の減少。
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　鹿児島県志布志市では、市内に焼却炉がなく全量埋め立て処理することになるため、28

品目にわたる分別回収の徹底によりごみの減量化に取り組み、その結果、埋め立て処分量

の８割削減を達成しました。

　また、生ごみはたい肥として活用し、ひまわりを栽培。そのひまわりからひまわり油を

つくるという「サンサンひまわりプラン」を行っています。



　東アジアでは、各国で経済発展が著しく、

それに伴い廃棄物問題も深刻化していま

す。また、各国と日本の相互関係性もます

ます強まり、循環資源の国際的な移動も活

発化していることを踏まえると、東アジア

全体での循環型社会を早急に構築していく

ことが必要です。そのためには、まず各国

内で循環型社会を構築し、廃棄物などの不

法な輸出入を防止する取組を充実・強化し

ます。その上で、循環資源の輸出入の円滑

化を図ることが必要です。

　日本は、過去の廃棄物や環境問題に関する取組から得た経験を活かし、東アジアにおけ

る循環型社会の構築に積極的に貢献しています。具体的には、3R国別計画・戦略の策定支

援、政策対話、3Rに関する情報拠点・研究ネットワークの整備支援、3R・廃棄物管理に関

する技術協力及びインフラ等整備支援、3R・廃棄物処理技術の国際展開といった取組を進

めています。

　具体例として、3R・廃棄物処理技術の国際展開として、2008年国際衛生年の開始を前に、

「アジア太平洋水サミット」（2007年12月大分）等で日本の浄化槽が紹介されるなど、積極

的な浄化槽技術の情報発信が行われています。

　日本の川は急流で、水が逆巻き、常に酸素が供給（曝気）されて

います。これが微生物の働きを高め、有機物をすばやく分解します。

この「川」の自然浄化システムを取り入れたのが浄化槽です。浄

化槽内に微生物を定着させ、酸素をファンで送り込むこと、つま

り曝気により、家庭から出る汚水を効率よく分解するのです。川

の上流から取水した水を各家庭が使い、下水道で下流の汚水処理

場に持っていくと、川が涸れてしまいます。でも、使った場所（家庭）

できれいにして川へ返せば川が涸れることもなくなりますね。
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　日本の特定有害廃棄物等の輸出入は量・件数ともに増加傾向にあります。

　そこで、日本では不正輸出入を防ぐため、下記のような取組を行っています。

1. 日本国内の取組

　●規制の執行体制

　　・輸出入関連業者へのバーゼル法等説明会の開催。

　　・循環資源輸出入事業者向けに、個別案件に対する事前相談の実施。

　　・税関において、慎重な検査を行う等水際対策を強化。

　●規制対象物品の明確化

　　・バーゼル法条約による規制対象物品の明確化。

2. 国際的な取組

　●「有害廃棄物の不法輸出入防止に関するアジアネットワーク」の推進

　●「アジア太平洋地域における廃電気電子製品の環境上適正な管理プロジェクト」の支援

　●日本と循環資源の輸出入が多い国々との多国間・二国間の枠組による連携

　今後日本は、東アジア循環圏の構築に向けて取組を本格的に始動していくことにしてい

ます。その第一弾として、我が国は2012年までに東アジア循環型社会ビジョンを策定し、

アジアにおける持続可能な物質循環の実現を図っていきます。
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　『持続可能な開発のための科学技術：「3R」行動計画及び実施の進歩』を受けて、日本

では「3Ｒを通じた循環型社会の構築を国際的に推進するための日本の行動計画」（ゴミゼ

ロ国際化行動計画）を発表しました。2006年のロシア・サンクトペテルブルクサミットに

おいては、日本の提案により「資源循環の最適化のための努力をさらに進めるために、Ｇ

8各国が資源生産性を考慮して目標を適宜設定する」ことが合意されました。

　2008年5月に神戸で開催されたG8環境大臣会合では、「神戸3R行動計画」が合意され、具行動計画」が合意され、具」が合意され、具

体的な取組が示されました。また、我が国は、「新・ゴミゼロ国際化行動計画」を発表また、我が国は、「新・ゴミゼロ国際化行動計画」を発表、我が国は、「新・ゴミゼロ国際化行動計画」を発表「新・ゴミゼロ国際化行動計画」を発表新・ゴミゼロ国際化行動計画」を発表」を発表を発表

し、国際的な循環型社会の構築に向けた決意を示しました。

　世界が継続的に発展していくためには、持続可能な社会を実現しなければなりません。

持続可能な社会の実現は、「低炭素社会」と「自然共生社会」、そして「循環型社会」に向

けた取組の統合的な展開が必要です。自然の循環を尊重し、人間社会における炭素も含め

た物質循環を自然、そして地球の大きな循環に沿う形で健全なものとすることで、持続可

能な社会が築かれていきます。今、世界はこの持続可能な社会の実現にあたっての、ひと

つの転換期を迎えています。日本はその歴史・経験を活かし、責任ある舵取り役として、

この世界の発展と繁栄に一層貢献していきます。
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